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研究成果の概要：日本における NPO の基盤整備を進めるというイシューは、NPO センター設

立と NPO 法成立の２つが目標となり、多様な関係者が重層的に関わりながらイシュー・ネッ

トワークを形成し、その目標を実現させた。その過程を関係者へのヒアリングなどを通じて明

らかにした。また、地域におけるイシュー・ネットワーク形成のもうひとつの事例として、イ

ギリスにおける地域戦略パートナーシップ（LSP）について現地調査によって分析した。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,900,000                 0 1,900,000 
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2008 年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度  

  年度  

総 計 3,600,000 510,000 4,110,000 
 
 
研究分野：NPO 論 
科研費の分科・細目：都市 
キーワード：中間支援組織、NPO 支援センター、イシュー・ネットワーク、 
 
１．研究開始当初の背景 
今日の日本の都市においては、国際化、情

報化、行政役割の見直し等の流れから、諸課

題への対応のパターンが大きく変化しつつ

ある。ガバメントからガバナンスへと表現さ

れるように、政府に大きく依存してきた社会

運営システムが、政府以外の多様なアクター

の参加の下でのシステムに移行しつつある。

とりわけ、都市住民の自発的なネットワーキ

ングや NPO、さらにはそれらのネットワー

クをコーディネート、サポートする中間支援

組織の存在は、今後さらに重要なものになる

 



 

と予測される。科学研究費補助金を受けて進

めてきた NPO 中間支援組織を対象とした研

究を、ネットワークの中で捉える段階に進め

ようとした。 

 

 
 
２．研究の目的 
（１）すでにわれわれの研究グループは、中

間支援組織である日本の NPO 支援センター

について研究を行い、『地域と NPO のマネジ

メント』（晃洋書房、1995 年）をはじめ、そ

の研究成果を公表してきたが、次の研究段階

として、そうした中間支援組織がネットワー

クの中でどのような役割を果たすのかを分

析することを目指した。 
 

（２）都市や地域における諸アクターのネッ

トワークとそれをコーディネート、サポート

する組織ということでは、イギリスにおける

「戦略的地域パートナーシップ：LSP（Local 

Strategic Partnership）」が重要な先行事例

であるため、その実態を調査すること。 
 
 
３．研究の方法 
（１）日本の NPO の活動の基盤整備という

イシューについては、NPO 法成立と日本

NPO センター設立に関与したキーパーソン

への聞き取りと、各地の中間支援組織などに

保管されるその当時のドキュメンツの分析

を中心とした。 
 
（２）イギリスの「戦略的地域パートナーシ

ップ：LSP（Local Strategic Partnership）」

については、主にコベントリー市を対象に、

そのメンバーや市の関係者への聞き取り調

査、および理事会へのオブザーバー出席など

の参与観察を行った。 

 

４．研究成果 

（１）都市における市民の自発的なネットワ

ーキングを促進する NPO 中間支援組織につ

いて、日本 NPO センターの設立過程を中心

にして詳細な調査を行った。 

日本における NPO の基盤整備を進めると

いうイシューは、NPO センター設立と NPO

法成立の２つが目標となり、多様な関係者が

重層的に関わりながらイシュー・ネットワー

クを形成し、その目標を実現させた。その過

程を関係者へのヒアリングなどを通じて明

らかにした。 

現在、日本における NPO 支援組織は都市

部を中心に普及のプロセスにあるが、そうし

た NPO 支援組織自体のネットワーク形成、

そのネットワークを仲介する組織が見られ

るようになっている。そうした全国的な組織

は、ナショナル・センターと呼ばれることが

多い。日本 NPO センター、NPO サポートセ

ンター、NPO 事業サポートセンターの三者

がナショナル・センターとされているが、中

でも日本 NPO センターは代表的な存在であ

る。2006 年 11 月にその日本 NPO センター

が設立 10 周年を迎えたために、その設立の

状況などを振り返るイベントや記念誌の発

刊がなされた。それらの記念事業にかかわり

（記念誌への寄稿など）、関係者へのインタ

ビューと参与観察する機会を得た。 

そのイシューの発生と発展のプロセスに

おいては、ネットワーキング研究会、日本ネ

ットワーカーズ会議などのいくつかの研究

会、経団連やトヨタ財団などの関連団体、そ

して NPO 法成立を目指していた運動団体や

活動家など、多様な関係者が重層的に関わり

ながらイシュー・ネットワークを形成してい

く様子がかなり詳細に把握することができ

た。日本 NPO センター設立までの経緯の詳

細な記述は、同センター設立 10 周年記念と

 



 

して発刊された山岡義典・青木利元編『市民

社会創造の 10年 ―支援組織の視点から―』

（ぎょうせい、2007 年 5 月）のひと章として

掲載された。 

市民活動の台頭や NPO 法成立をめぐる運

動などを背景に、日本 NPO センターという

NPO支援ナショナルセンターが設立された。

それは、日本ネットワーカーズ会議や市民公

益活動の基盤整備に関する調査研究などに

よって形成されたネットワークが、阪神・淡

路大震災という未曾有の災害における多く

のボランティアの発生や、行政機関の麻痺状

態の露見といった状況から、市民活動の受け

皿となる法律や機関などの、非営利セクター

の基盤整備の実現に向けてのイシューの拡

大によって、より大きなネットワークとなっ

ていき、その中からより実践的にそうした課

題に取り組むコミュニティを生み出した。さ

らには、センターを実際に設立するための資

源を提供する財団や経団連などのアクター

も登場した。 

従来、組織は企業家精神をもつ個人や少数

のグループがコアとなり、そこからメンバー

が増加していくという形成プロセスが想定

されがちであったが、この日本 NPO センタ

ーの事例のように、いくつかのネットワーク

がイシューの形成とその拡大の中でさらに

大きなネットワークを形成し、その中から特

定のターゲットの実現にコミットするコミ

ュニティが形成され、そこから組織が生まれ

るというパターンも存在する。 

今後の都市や地域の諸課題への対応のパ

ターンとして、こうしたイシュー･ネットワ

ークの形成やそれを母体とした組織の形成

は、重要な意味を持つと思われる。 

 
 
 
 

（２）地域におけるイシュー・ネットワーク

形成のもうひとつの事例として、イギリスに

おける地域戦略パートナーシップ（LSP）に

ついて現地調査によって分析した。 

地域戦略パートナーシップは、地方自治体

単位で組織される独立機関で、地域戦略、近

隣地域再生計画、コンパクト、地域エリア協

定（LAA；Local Area Agreements）などの

決定を行う機関である。その構成メンバーは、

地方自治体などの行政関係者、ボランタリー

組織・コミュニティ組織の代表者、地元企業

の代表者、学校関係者、警察関係者、消防関

係者など、地域の多様なメンバーで構成され

る。貧困地域に指定された自治体には、地域

戦略パートナーシップへのボランタリー組

織・コミュニティ組織の参加を支援するため

のコミュニティ支援資金も提供され、その受

給には CEN（Community Empowerment 

Network）の設置が要請される。CEN はそ

の代表者を、地域戦略パートナーシップのメ

ンバーとして参加させ、ボランタリー組織・

コミュニティ組織の意向を地域の意思決定

に反映させる役割を担う。こうした地域戦略

パートナーシップ や CEN は、近隣地域再生

資金の対象地域以外の地域においても置か

れ、今日では地域戦略パートナーシップはほ

ぼ全域に置かれるようになっている。 

われわれは、LSPやCENの実態を調査するた

めに、2007年の3月と11月の２回にわたって、

コベントリー市におけるLSPのフィールド調

査を行った。コベントリー市におけるLSPは、

「コベントリー・パートナーシップ」と呼ば

れ、近隣地域再生資金の対象になっていた。

理事会は50名ほどのメンバー構成され、その

顔ぶれは、カウンシル関係者、中央政府の出

先機関であるウェストミッドランドのガバメ

ント・オフィス関係者、ジャガー社やプジョ

ー社などの企業の代表者、コベントリー大学

 



 

やウォーリック大学の関係者、中小企業の連

盟の代表者、警察関係者、消防関係者、そし

てCENの代表者などであった。 

コベントリー市は、古くから自動車産業で

栄えたところで、ジャガー社の本拠地である。

そのため、ジャガー社が地域の経済を支える

大きな存在となっていた。そうした背景もあ

り、この理事会においても、ジャガー社の代

表は重要なポジションを占めていた。また、

実際の議事進行は、市のチーフ・エグゼクテ

ィブの要職に就く女性が進めており、ジャガ

ー社の代表とのツートップ体制となっていた。

それに対して、CENの代表者の発言は限られた

ものとなっていた。そのCENの代表者に対する

個別のヒアリングでは、こうしたコベントリ

ー・パートナーシップの理事会に対する失望

の声が聞かれた。 

また、地域政策などの研究者に対するヒア

リングでは、このコベントリー・パートナー

シップは、LSP の中でもかなり強力なもので、

企業と行政がリードして成功している LSPの

典型として認知されていた。一方、近隣地域

再生資金の対象となっていない地域では、そ

の資金が得られないCENのLSPにおける発

言力は弱く、地域でのボランタリー組織・コ

ミュニティー組織が参加してのパートナー

シップは活発ではなく、行政によるトップダ

ウンの傾向が強いという。 

これらの事例から、地域での多様な主体を

巻き込んだ地域再生を目指した LSP も、そ

の地域の置かれた状況や、構成メンバー間の

パワーの違いによって、かなり性質の違いが

あることが確認できる。地域の課題が深刻で、

それがゆえに大規模な資金の流入がある近

隣地域再生資金の対象地域では、CEN を中

心にしてボランタリー組織・コミュニティー

組織の活動が活発であるのに対して、そうし

た資金がない地域ではボランタリー組織・コ

ミュニティー組織の活動があまり活発でな

く、行政主導となりがちである。また、コベ

ントリー市にように、地域再生資金の対象地

域でも、その地域の経済が特定の企業に依存

している場合には、そうした企業や行政がリ

ードしがちとなるようだ。 

このように、パートナーシップはどんどん

進展しているが、他方では、そうした中央政

府主導によるパートナーシップのスキーム

が、地域に否応無しに押しつけられる状況に

警鐘を鳴らす論者もいる。市民の自発的ネッ

トワークというよりは、トップダウンのネッ

トワークのスキームである点が、イシュー形

成につながらない場面を生じさせると思わ

れる。 
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